












































































者は 『一般 に公正 妥当 と認め られ る会 計処理 の基 準』 の体系 とし て具 体化 さ
れ， 後者は 法 律制 度と関連づけ ら れた 『制 度会 計』 の体 系 とし て 具現する も
のと解 され る。2）」
この よ うな理 解に 立つ と， 生成 的制度 とは， 自成的 に 形成 され る多 くの会
計慣 習 の存 在を 前提 とし， そ れら会 計 既習 の中 から一 般 に公正 妥当 と認め ら
れる会 計処 理 が社 会的に 同意 されな がら 形成 され るシ ステ ムとし て解され る。
他方， 制定 的 制度 とは， 法的 規制 に基づ く規範 を 意味し， この 制定 的制度 と
関連す る会計 とし て 「制度 会 計」 の領域が形成 さ れる とす る。
武 田隆二 教 授はParsons の関係的 制度 （relationalinstitution）. 規制的 制
度（regulativeinstitution）, 文 化的 制度（culturalinstitution）の3 つ の制度 概
念が会計 領域 におけ る制度 概 念に もそ の まま適用 され うるとし て「制 度会 計」
の領域を 次の よ うに 説 明す る。「法律会 計の 領域 では ， そ れぞ れ の法理念 と
め係わ り合い で， 私的関 心を 追求し うる正当 性 の枠組 みが判定的 規 約とし て
定めら れ， モ の準 拠枠 （frameofreference ）の範 囲に おい て役 割関 係が定 ま
る。 かか る規制 的 機能を 果 たす準 拠枠 が規制的 制 度もし くは 制定的 制度であ
り， 会 計に おけ る制度 概 念を形 造 る。 この領 域に 制度 会 計とい う名 称 が付与
され る。3）」
従っ て， 生成 的 制度 とし て形成 され る会計を 「会計 制度」 といい， 規制的
制度 もし くは 制定的 制度 とし て形 成 される会 計を 「制 度会 計」 と捉え るこ と
ができ る。 こ の よ うに，「会 計制度」と「制度 会計」の違 いは， 生 成的制度に
よるか制定 的 制度に よるかとな る。 もっと も 「制 度」 自体に 規範 性 （norma-tive
） があ るから， そ の規範 性が慣 習か ら生 成し， 一般 に 公 正妥 当 性 が 付 与
されるか， 制 定法に よって規範 性が付与 され るか の違 い となろ う。
し かし な がら， 制定法 も基 本的 には 慣習法 ぐcommonlaw) か ら形成 される
ものであ り， 特に 商事慣 習法は 制定 法た る民 法に 優先 す る ものとし て位置づ
けられ てい る（商法第1 条）。「本来， 商法は慣 習 法とし て発達し て きた が， 現
在で も複雑かっ 発 展的 な商 事生活は 成文法 のみ では規 律 する こと が困難であ
って， たえ ず 流動 す る実 生活 と固定的 な成文 法 との間 隙は 慣習 法に よってみ
た すほ かは ない 。4）」
この ように， 常 に変 化す る商慣 習を そ の都度 成文法 で条文化 す ることは立
法手続上不可 能に 近い。 そ のため， 商法は 規定 のない 部分を 埋め るために商
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慣 習 法 を 尊 重 す る立 場を と っ てい る。 商 法 に 規 定 す る会 計 法（商法第2 編第4
章第4 節） もそ もそ も会 計 既習 の 中 か ら 法 理 に 合 致 す る も のを 成 文 化 し た も
の 七 あ る。 こ の 会 計 法 は， 貸 借 対 照 表 に 関 す る評 価 規 定 が 中 心 に な っ てい る
が， 昭 和37 年 の 商 法 改 正 お よ び 昭 和49 年 の商 法 改 正 に よ り発 生 主 義 会 計 に 基
づ く計 算 原 理 が す べ て 商 法 上 採 用 さ れ る こ と に な っ た が5） 損 益 計 算 規 定 そ
の も の の条 文 は 見 当 ら な い 。 そ の 理 由 は， 複 雑 に 変 化 す る 損 益 計 算 の 認 識 及
び 測 定 技 法 を す べ て 条 文 化 す る こ と は 立 法 技 術上 困 難 で あ る こ とに よる。 し
かし ， 商 法 論 理 上 な んら か の 健 全 な 損 益 計 算 制 度 を 前 提 に 会 計 法 を 組 立 て て




し かし ， 生 成 的 に 制 度 化 さ れ た とさ れ る 「会 計 制 度」 も， 多 く の 会 計 匿習
（conventions ）の 中 か ら ， 一 般 に 公 正 妥 当 と認 め ら れ る（generallyaccepted ）処
理 を 抽 出し て 要 約し た も の で あ る か ら， 一 種 の慣 習 法 と 考 え る こ と が で き る。
と す れ ば ， 規範 性 とい う観 点 か ら す れ ば ，「制 度 会 計」 の 広 義 の 概 念 と し て
「会 計 制 度 」 を 位 置づ け る こ と が 可 能 と な る。 武 田 教 授 も こ の 点 に 注 目し て
次 の よ うに 説 明 す る。「会 計 の 制 度 に お い て もそ の関 係 的 側 面 に お い て い く
つ か の 制 度 概 念 が 存 在 し う る こ と と な る。 そ れ ら が， 商 法 ・証 取 法 ・ 税 法 と
い う法 律 制 度 に 関 与 す る と き， 狭 義 の制 度 会 計 が 成 立 す る。 し か し ， 関 係的
制 度 は 常 に 法 律 制 度 に 関 与 す る と は か ぎ ら ず ， 個 別 の関 係 制 度 間 に お い て な
ん ら か の均 衡 関 係 ない し 安 定 せ る 椙互 関 係 が 存 在 す る と き， 広 義 の 制 度 会 計
が 成 立 し てい る と み る こ と が で き る。 こ の 広 義 制 度 概 念 の 中 に は， 例 え ば 企
業 会 計 以 外 に ， 家 計 の 会 計， 組 合 の 会 計 等 とい う も の が 入 り， そ れ に 加 え て，
情 報 会 計 もこ れ に 属す る こ と と な る。 か か る広 義 制 度 概 念に 関 連し て， 会 計
制 度 とい う概 念を 用 い よ う と 思 う 。6）」
こ の よ うに 狭 義 の 意 味 で 通 常 「制 度 会 計」 とい う用 語 が 使 わ れ る と す れ ば ，
そ れ は 商 法 及 び 証 券 取 引 法 に 基 づ く法 制 度 領 域に お け る 会 計 を 意 味 す る も の






つ の観点が生 ず る。 法に 着 目す ると， 税法 も法 であ る ことから含 まれ るこ と
にな 仏 制 度に 着 目す る と税 法は 除外 され る。 法の 目的， 制度的 規範 性から
みて， 税法 は商 法お よび 証 券取引 法 と同列に捉え るこ とは で きない。 すな わ
ち， 商法お よび証券取 引法は， 会 計制 度の中 での法的 規制た る制定的 制度 も
し くは 規制的 制度 とし て の制定 法 とし で 注格づけ るこ とがで きる が， 税法は
会計制 度にお け る規制的 意 味内容を もつ ものではな く， 国家財 政収 入の確 保
とい う財 政学的 目的概 念に 拘束 され るもの であ り， か か る課 税所得 算定 把握
のため の税務 会計は， 資本 主義的 自由経済 の前提 のも とで， 役割期 待の 体系
とし て形成 さ れ る制度， もし くは 国家 的レ ベル での経 済秩序 性を形 成す るた
めに成文 化さ れた制定 法にお け る会 計とは 明確に異 な るものと言わ なけ れば
なら ない。 。・
「
武 田昌輔 教授は， 税 務会 計 の特 殊性を 次の よ うに説 明す る。「税 務会計 に
関し て注意を 要す るのは， こ の会計は あ く まで課 税所 得 の計算 のた め のも の
であ って， い わゆ る会 計 法規 では ない とい うこ とであ る。す なわ ち， 証 券取
引法（財務諸表規則）と か商 法とかは， 会 計法 規であ っ て， 制度 とし て 存在し，
企業 は これら の法 令に よっ て拘束 され るの であ る。 こ れに対し て， 税務会 計
は， 会計制 度 とし て拘束 はし てい ない のであ る。 これ に 従わない と課 税上 不
利を 招 くとい うことはあ っ て 払 税務会 計に 従って会 計を 行わ なか った から
とい っ て， 別に罰 則があ るとい うわけ ではない の であ る。 つ ま り， 会 計法 規
では ない とい う点 を明 らかに 認識 す る必要 があ る。7）」
こ の説明 は， 税務会 計 と租税 法 との関 連 が必ずし も明確 とは 言えな い が，
少な くと も税 務会計 が商法 会計 もし くは 証券 取引 法会 計とは 明確に 異な るこ
とを 提 言し た ものであ る。 商法 と税 法は， 各 々の法目 的お よび法 理念 が異な
るものであ るから， 法とい う点 から両 者を 同一に 扱 うことは 極め て短 絡的 思
考 と言わ ざ るをえ ない。 ノ
商法（特に企業会計と関連する会社法）は， 一 国におけ る経 済社会 の法的秩 序
性を確 保す るのが 目的 であ り， 会社 企業 との関連 で生 起す る法的利 害を 調整
し， もうて必然的 に生 起す る経済 社会的 病理 現象を 規 制 もし くは抑 制す る こ
とを 目的 とす る法体系 とい うこ とが でき る。
株式 会社企業 の規 模的拡 大は， 必 然的に無 機能 資本 家 の参加を 増大さ せ，


































●● ●● ●●基盤に 会計 制度 を形 成し なけ れば 社会的 公共 性 もし くは 社会 的公 正性 の最低
限 の確保す ら 困難 であろ う。
法制 度とし て形成 され る実 質的 意義 の会社 法とし ては， 成 文 法 とし て商法
第2 篇の会社 法 のほ かに 特別 法令 があ る。 特別法令 とし ては 有 限会 社法， 担
保附 社債信 託法， 社 債等 登録法， 証券取引 法， 会 社 の配当 す る利益又 は利息
の支払に関 す る法律， 資 産再評 価法， 私的 独占 の禁止 及び 公正 取引 の確保に
関す る法 律， 会 社更生 法， 株式 会社 の監査等に関 す る商 法 の特 例に 関 する渋
律， 計 算書類 規則等を 挙げ ること ができ''） 不文 法 とし て慣 習 法があ る。
このよ うに， 実 質的 な意義 の会社 法が慣習 法 まで拡 大さ れ ると， 生 成的制
度と制定 的 制度を区 別 す る意 味はな くな る。むし ろ， 制度 的に 法規 制を基盤
に真の公正 妥当な 会 計基準を い かに形 成す べき かを 論 ず る会 計学研 究を 必要
とする。 こ のよ うな 研 究領域を 「制度 会計論」 もし くは 「法 会計 学」 とい う
ことができ る。
「一 般に公 正妥 当 と認めら れ る」会 計原 則 もし くは会 計基 準は， 制 定 さ れ
るものでは な く生 成的 に制 度化 され るもの と考え られ， 法に よって規 制すべ
きものでは ない とさ れて きた が，そ れ では 「一般 に公 正 妥当 と認 めら れた」
とい う会計 原則は， 誰 がど のよ うな プl=lセスを 経 て公正 妥当 性を 付与し てき
た のか， さらに そ の公正 妥当性 の半u断基 準は 何な のかに つい ては 全 く明らか
でない。 この プ ロセ スが生 成的に な され九 とす ると， まさに 吉m 教 授 の指摘
す る私的利 潤追 求 性を前 提に形 成され た ものとな る。と すれば ，「一般 に公正
妥当 と認 めら れた」 とい う用 語は， かか る私的 利潤 追 求を基 盤に 形 成さ れて
ぎた会 計処理 基準を 制 度的 （資本主義経済制度）に 正当 化す るた めに 使わ れて
い るもの と解 すべ き では ない だろ うか。「制度 会計」に お け る 「制 度」 とは
資本主 義経 済におけ る私的利 潤追 求り 「制度」 を 意味 す る ものでは な く， か
かる私的利 潤追 求制 度におい て社 会的公 共性を保 障す るために 私的 利潤 の自
由性を 規制 す るため の 「制 度」 を 意味 する ものであ る。 ここ に 「制度 会計」
のもつ本 質的 意義 を 見 出すこ とがで き る6
かか る 「制度 会 計」 の中に 租税債務 の確定 額を 算定 把 握 す るた め の会計た
る「税 務会計」 を 単純 に含 める ことは できない。
租税は， 国家 が 国民に 提供 する各 種サ ービ ス の財 源を 一 方的 ・権 力的に国
民に課し ， 国民 か ら権 力機構を 通し て徴収す る もので， 直 接的反 対 給付 の性
66
質 を も た ず ， 国 民 の 財 産 権 へ の 権 力 的 侵 害 の 性 質 を 亀有 す る も の で あ る 。 モ
れ 故 ， 租 税 法 律 主 義 が 基 調 と な ら な け れ ば な ら な い 。丁近 代 以 後 の 国 家 に お
い て ， 租 税 の 賦 課 ・徴 収 が 必 ず 法 律 の 根 拠 に 基 づ い て 行 わ な け れ ば な ら な い(
租 税 法律 主 義) と さ れ て い る の は ， 租 税 の こ の よ う な 性 質 に よ る も の で あ
る 。12)」 租 税 は ， 私 有 財 産 制 度 を 国 家 権 力 に よ っ て 侵 害 す る 性 格 を も つ も の
で あ る か ら ， 特 に 法 律 に よ っ て 厳 格 に 施 行 さ れ る こ と が 要 求 さ れ る 。 我 が 国
憲 法 第30 条 は ， 国 民 の 納 税 義 務 は 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ る こ と を 規 定 し ，
憲 法 第84 条 は ， 租 税 を 課 し 又 は 現 行 の 租 税 を 変 更 す る に は 法 律 又 は 法 律 の 定
め る 条 件 に よ る こ と を 必 要 と す る と 規 定 す る。 こ の 租 税 法 律 主 義 に よ る と ，
国 民 は 法 律 に 基 づ か な け れ ば い か な る 納 税 義 務 も 生 じ な い こ と に な る 。 こ の
よ うに ， 国 家 の 徴 収 権 と 国 民 の 納 税 義 務 と の 利 害 調 整 と し て 租 税 法 が 性 格 づ
● ● ● ● ● ●'● ● ● ●





















































































こ の法人 税 法第22 条第2 項 と第3 項 の解 釈から， 一 般に 税務会 計が次 のよ
うに 説 明され る煩向 かあ る。「税 務会 計は以 上 のご と く， 独自 の帳簿 書 類 や
計算原理 を有 する ものでは な く， 企業 会 計 の原理 に従 って算定 守れた利益を
税法 の立場に 従 って修正 す る税務 計算 とし て展開 され る。18）」 こ のよ う な 捉
見方は， 租 税 の法学的 意義を 看過し た ものであ り，「税 務会計」 の本質を 適
切に表 現し た もの とは 言え ない。「課 税所得」 の算定は ， 両家 の課税 債 権 と
納 税者 の租 税債務 との利 害調整 との接点 で生じ る特殊 な 領域であ り， 租税法
律主義 が前提 とな ってい る。 従 って， 租税法 律に よる 国家 と納税 義務者 との
利 害調 整機 能を， 具体的 な租 税債 務確定 額 の 算定 を通 し て果す領 域を 「税務
会 計」 とい うのであ って， そ の基 礎は 企業 会計 の原理 では な く， 租税法 の原
理 であ り， 課 税所得 の算定基 準 とな る収益 及び費斤に）額は 企業会 計上 の収益
及 び費用 では な く， 商法会 計上 の収益 及び 費用 であ る こ とに注 意し なげれば
なら ない。
（2） 高尾 助教授に よる税務会 計論 の枠 組み
「税務会 計論」 におけ る基 本的枠 組 みにつ い て， 高尾 助教授 が詳細 に 検 討
し てい る。 税務 会計論 の成立 要因 と学際 的 内容は， 彼に よると3 つ のレ ベル
に 分類 され うる とい う。 す なわち 企業 会 計 と法人 税 法 とい う二 者 の結合関連
を 前提 とする（イ）－ レ ベル の税務会 計論， この（イ）－ レ ベル の現行実 体法 から 離
れ て存 在 する同 一レ ベル の税務会 計論， さら に 財政 学及 び経 済学 の成果を と
り入れ る学際 的研 究とし ての㈲－ レ ベル の税 務会 計論 とに分類 す る。
印－ レ ベル の税務会計論 は， 法人 税 制度 の存 在 と課税 所得 算定 のた めの企
業 会計知 識体系 の利 用を 包含す る もの であ る。 こ のレ ベ ルでは， 租 税法と会
計 との結 合関 係 領域とし て税 務会 計論を 意義 づけ る も の であ る が， こ のレ ベ
ルでの 不満足 な点は， 会 計と税法 の論 理 が対立し，「真 の学際的 内容 を も ち
え ず， 会 計と税法 の融合 とい う税 務会 計論 本来 の機 能 が十 分に充足 されない
とい うこ とであ る。 …… またこ の学際 レ ベル では現 行法 人 税実体 法との厳密
な 結合関 係を 前提 とす るものであ り， 現行 法令に 著し く拘束 され る結果 現行
法 令の会 計的 解 釈に終始し ， 幅広い 視野 から の積極的 な 法人 税 の仕組みにつ
い ての提 言を も含め た自由 な税務 会 計研究 の弾 力性 に乏 しい とい う点 も指摘
で き よ う。19）」
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高 尾 助 教 授 は ， 「 税 務 会 計 論 の 基 本 的 枠 組 み と は ， 経 済 的 分 析 を 租 税 実 体
法 に 反 映 さ せ る よ う に 変 換 す る シ ス テ ム で あ り ， そ の こ と に よ り ， よ り 具 体
的 に は 租 税 法 の あ る 意 味 で の 弱 点 で あ る と 思 わ れ る 実 質 主 義 の 原 則 あ る い は
租 税 負 担 公 平 の 原m を 実 質 的 に 機 能 さ せ る こ と が 税 務 会 計 論 の 本 質 と い え よ
う22 ）
。
」 と 主 張 す る が ， 租 税 法 に お け る 実 質 主 義 は 課 税 所 得 の 認 識 ・ 測 定 の
事 実 認 定 方 式 で あ り
， こ の
弱 点 を 実 質 的 に 機 能 さ せ る た め に 税 務 会 計 論 の 本
質 ぶ あ-^ 、貼 ず る た ら ば
。
獄 銘 合 計 論 に お 汁 芒
）
認 識 某 賂 は 何 で 為 り 手 九 は い か.^-s
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な る 要 件 の も と に 適 用 さ れ る も の か を 明 ら か に し な け れ ば な ら な い23 」。 さ ら
に 租 税 負 担 公 平 の 原m を 実 質 的 に 機 能 さ せ る も の は 税 務 会 計 諭 で は な く ， む
し ろ 租 税 法 学 の 根 本 的 課 題 と い わ な け れ ば な ら な い 。
高 尾 助 教 授 は ， 「 経 済 学 的 財 政 学 的 分 析 を 法 律 構 成 の ベ ー ス に 適 合 す る よ
う 媒 介 す る も の 」 と し て 税 務 会 計 論 を 意 義 づ け る 例 と し て 収 益 認 識 基 準 を 挙
げ る
。
そ し て ， 経 済 学 的 財 政 学 的 分 析 に お け る 収 益 認 識 基 準 は 何 で あ る か に
つ い て 次 の よ う に 説 明 す る 。 「 明 確 に 一 義 的 な 解 を 見 出 す こ と は な か な か 困
難 で あ る よ う に 思 わ れ る
。 た
だ 経 済 的 課 税 所 得 概 念 の 一 典 型 と さ れ る ヘ イ グ
＝ サ イ モ ン ズ 型 の 包 括 的 所 得 概 念 に 着 目 す れ ば ， キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン の 認 識 に
つ い て 明 ら か な よ う に い わ ゆ る 発 生 主 義 と み な し う る 。24 ）」
こ の 場 合 ， 税 務 会 計 論 と は 経 済 学 的 財 政 学 的 諸 概 念 を 法 的 概 念 に 変 換 す る
こ と と す れ ば ， 一 義 的 な 解 を 見 出 す こ と の 困 難 な 収 益 認 識 基 準 を 租 税 法 上 の
法 的 概 念 に ど の よ う に 変 換 で き る の か
。
さ ら に ， ヘ イ ダ ＝ サ イ モ ン ズ 型 の 所
得 概 念 に よ る と 発 生 主 義 と み な し う る と す る が
， こ の
発 生 主 義 は 会 計 学 上 の
発 生 主 義 を 意 味 す る も の か 否 か
。
会 計 学 上 の 発 生 主 義 と 同 義 と す れ ば ， 収 益
認 識 基 準 を 経 済 学 的 財 政 学 的 分 析 に 求 め る 理 由 は 殊 更 存 在 し か い こ と に な る
。
会 計 学 上 の 発 生 主 義 と す る な ら ば ， 狭 義 の 発 生 主 義 な の か 広 義 の 発 生 主 義 な
の か ， 狭 義 の 発 生 主 義 と す れ ば ， 期 間 収 益 確 定 の た め に い か か る 認 識 基 準
（recognitioncriterion ） を 適 用 し よ う と す る の か ， 認 識 基 準 を 法 に 変 換 し 租 税
法 の 実 質 主 義 の 弱 点 を 補 完 す る た め の 認 識 基 準 が 「 発 生 主 義 」 と は あ ま り に
も 粗 雑 な 議 論 と 言 わ ね ば な ら な い
。
さ ら に 収 益 認 識 （revenuerecognition ） に 関 す る 法 人 税 法 の 基 準 と し て 何 が
と ら れ て い る か に 関 し て ， 「 法 人 税 法 に お い て は 明 文 の 規 定 は な い も の の 税
法 学 者 の 法 解 釈 お よ び 判 例 か ら 権 利 確 定 主 義 な る 概 念 が 存 在 し て い る こ と は
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周知の こ とであ る25）」 とい うが， こ の権利 確定 主義 な る基 準が法 人税法上周
知 の概 念 であ る とは 信じ 難い。
この権 利確定 主義 とい う概念は， 所得 税法第36 条 第1 項 の解 釈上生 まれた
ものであ るが， 同条 は 「収 入金額」 の定 義を次 の ように 規定す る。 そ の年 分
の各種 所得 の金額 の計 算上 収入 金額 とすべ き金 額又は総 収入金 額に 算入すべ
き金額は， 別 段 の定め があ るものを 除 き， そ の年 にお い て 収 入 す べ き 金 額
（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合には, その金銭以外
の物又は権利その他経済的な利益の価額）とす る。
こ の規定にお け る 「収 入すべ き金 額」を「収入 すべ き 債権 の確定し た金額」
と解し， 一般に 権 利確定主 義 と言わ れ てきた が， こ の よ うな 解釈は 租税法解
釈とし ては 必ずし も適切 とは いえ ない。「一 般論 とし て 『権利確 定 主 義』 が
採用 さ れ てい る とし ても， 具体 的な場 合に 何を もって 『権利 の確定』 があっ
た といえ るか必 ずし も明確 でな く， 権利確定 主義 は 必ずし も絶 対的 な基準 と
は いえ ない とす る見 解も多 い。26）」 すなわ ち， 権利 の 確定 の態 様が 複 雑 で あ
るから， ヶ 一 ス 。バ イ・ヶ 一不に そ れを 判断し なけ れば なら ず，「権 利確定」
を もって 「収入 すべ き金 額」 と解す る基準に ぱ な りえ な い。 さらに これを法
人 課 税所得 概念に おけ る 「益金」 の算定 基 準 とし て解す ること も無理があ る
と言わ なけ れば なら ない。 何故なら， 法人 税実 体法 上か かる規定 は どこに も
存 在し ない から であ る。
し かし ， これに 対し て法人 課税所 得（corporatetaxableincome ）算定上にお
い て も権利 確定主 義 が存在す る とい う説 があ る。 法人税 法上 益金 の算定基 準
とし て権利 確定 主義を 法的基 準 とす る規定 は見 当ら ない が， 法 人税法第22 条
第4 項を 介し て 「企業 会計上， 資産 の販売 に基 づ く収益 の計算は， 権利 確定
主 義（実現主義）に よってい るところ から， 税法 上 の益金 の額 の算定 の基 礎に
も権利 確定 主義 が採択 され てい るこ とに なる のであ る。27）」
こ の考え 方は， 権利 確定 主義 と実 現主義を 同義 と捉え るこ と に よ り，「一
般 に 公正 妥当 と認めら れ る会 計処理 の基 準」 とし て企業 会計上 広 く収益 め基
準 とし て 実現主 義 がとら れ てい る こ とから， 税法上 も実 現主義 が とら れる と
解す る ものであ り， この実現主 義 の内容 は権利 確定 主義 に 他なら ない,とす る
ものであ る。



































































問題 は，「会 計的 諸概念を 法的概 念に 変換 す る」 た め に は， 従来 の「企業
会計原 則」 の立場 もし くは 従来 の会計理 論では 困難で あ る とい うことであ る。
法 と会 計 の統合的 論理に 基づ く法会計 学 の基 礎理 論体 系 が必 要 となろ う。
（3) 北 野 教授に よる税 務会計論 への批 判
日本 会 計研 究 学会第43 回大会（昭和59年5 月23日～26日，於中央大学）におい
て， 北 野教授 の「会計学 と税法 学一 従来 の税 務会 計論 へ の方 法的 反 省－ 」 と
題す る発 表は， 従来 の税 務会計 論へ の痛烈 な批 判 とし て傾 聴に値 す る。
北野 教授に よる税 務会 計論 の捉え 方は 次の ようであ る。「会 計学 の 一 般 理
論， より正確に 言えば， 一般 に認め られた 企業 会 計原 則論 の立場 から企業会
計に 影響を 与え る税 法 の諸 規定を 検討 ・批 判し ， 所 得 計 算制度 のお り方につ
い て1 つ の立法 上 の参考資料を 提供 す る学 問であ る31）」 とい う。
こ の よ うな 性格を 有す る「税務会 計論」 には， 本質 的 に次 の2 つ の限界が
存 在す るとい う。
① 税務会 計論的 批判は， 厖大 な税法 体系 の うちで ご く一 部の税法 規定を
対 象 とす るに すぎない。 企業 会計に 影響を もつ 所 得 課税 法 の諸 規定，特
に 法人税 法上 の所得 計算規定 が 検討 の対 象 とさ れ るにす ぎない。
② 実定税 法に よって問題 にな る所得 計 算概 念は √ 常に 会 計学上 の論 理や
概 念を こ え るとい う性 格を もつ。 思 うに， 課 税所 得は 一般 の企業利益 か
ら誘 導さ れ る。 前者 と後 者は 制度上 不一致 であ る。 なぜなら 実定税法 が
一般に 認めら れた 企業会 計的 思考 とは 異な る計算 の仕方をし てい るから
であ る。
北 野教 授に ょ れば， 一 般に認 めら れた企業 会 計原 則 から 税法 の諸規定を 検
討・批 判し て もそ の成果 は租税 法学上 の参 考資料 とは な るが， そ れ以上の意
味を もたない ことに な る。 すな わち， かか る税 務会 計 論は 租税実定 法を 解明
す ること も変 革す るこ ともで きない とい うことに な る。 こ の ように， 企業 会
計原則 の立場 から租 税を検討し 所 得計 算を 説 明す る 領 域を税 務会計 論とい う
なら ば， 確かに 租税 現象を本 質的に 分析し ， 租税論 理 を 解 明し ， 租 税政策を
提言 す るのは 税務会計 論 の課題 では な く租 税法 学 の課 題 とい うことにな る。
またさ らに かか る税務会 計論は， 租 税制度変 革 の積 極 的 目的を 有する学問体

































安定 本部企業 会 計基 準審 議会から 中 間報告 とし て提出 され， これを きっかけ
に第1 次調整 論争 が展開 され るこ とに な るが， この 「意見書」は シ ャウプ 勧
告を受 入れた 昭和25 年法人 税法 改正 に より企業 会計原 則上 のい くつか の処理
がと り入れら れた が， なお 若干 の矛 盾が残 さ れてい る とし，「企業 会 計 に お
け る最善の 実 務と商法及 び税法にお け る会 計に 関す る 諸規定 と の間 の矛 盾対
立を 調整す るこ とは 『企業 会計 原則』 設定 の本 来 の任 務の一つ でなければ な
らない 」 とい う立 場を 明らかに す る。
さらに， 課 税所得 と企業 利益 が一 致しえ ない 面 が理 論的に も実際 的に もあ
りうるとし な がら 乱 「公正 妥当な 会計 原則 に 従って 算定 され る企業 の 純 利
益は 課税所 得 の基 礎をな す ものであ り， 税法上 におけ る企業 の所得 概念は，
この意味にお け る企業 の利益 から 誘 導さ れた も のであ る ことを 認めなけ れば
なら ない。 税 法に おけ る所得 計算 の基 本理 念 も窮極に お い て 『一般に認 めら
れた 会計 原則』に 根拠を 求め なけ れば なら ない のであ る」（総論第一） とす る。
こ のよ うに 租税 目的 の特殊 性を 認 めな がら も「企業 会 計原則」を 中心に，
税法 との調 整点を 明ち かにし た も のが この 「意見書」 であ る。 こ れに対し て，
税務当 局， 租 税法関 係者から の批判 があい 次 ぎ， 日本 会計研 究学会 第12 回大
会で も 「税と 会計」が 統一 テーマ とさ れ， 本 格的な 調 整論 争が展 開され るこ
とにな づた。
さらに， 第2 次調整 論争 のきっかけ とな った のは， 昭和41 年10 月大蔵 省企
業会計 審議会 から 公表 された 「税法 と企業 会 計 との調 整に関 す る意見書」 で
ある。 こ の 「意見書」は 前回 の 「意 見書」 に対 す るさ まざ まな批 判を 検討し
ながら， 前回 の よう に 「企業 会計原 則」 の立 場 から 調 整点を 提 起す るのでは
なく， できTるだけ 課税 所得 の特殊 性を 考慮し ，「企業 会計原 則」 自体 の 問 題
点を も明ら かにし な がら， 実 現可能 な調 整点を 提示し た も のであ るとす る。
こ の昭和41 年 の「意見書」 は， 総論 におい て,1. 税 法におけ る適正な 企
業経理 の尊重，2. 企業 の会計実 務におけ る継 続性 の重 視,3. 企業会 計原
贈 こおげ る問 題を とりあげ ， 各論に おい て,1 ．会 計 方 法 の選択 の自主 性，2.
重 要性 の判断 の弾 力性，3. 画一的 基 準 の緩和,4. 事実認定 の自主 性，5.
表示 上 の調整を と りあげ， 調 整 の対 象を 税法 と企 業 会計原 則に限定 せず。
税法 ・税務行 政 と企業 会計 原則 ・企業 会計 実務 との間 に 存す る差異を もと り


































を とっていゐ といえ る。武 田隆 二教 授は こ の関 係を 次 のよ うに 明解に説 明す
る。「商法 と税法 とでは 法律上 の性質 が異 なってい る。 商法は 対等 の 私 人 間
の関 係を 規制 する法規範（私法）の系 統に 属し ， 税法 は公 権力 の把持者（国）
とそ の服 従者に対 す る関 係を 規制 す る法 規範 （公法） の系 統に 属し て い る。
し か も， そ の適用を 受け る のは 商法 の場 合商人 一般 であ り， 税法 の場 合商人
の うち の法人 につい て であ る。 こ の よ うに 商 法（私法領域）と税 法（公法領域）
とは そ の法 律上 の性質は 異な るが， そ の適用 され る対 象が 同一 であ るとい う
ところから， 商法は税 法に 対し て基 本法 的 性格を帯 び てい る。36）」
こ のよ うな 税法 と商 法と の法 的安 定 思考を 前提 とす ると， 税法 が調整の対
象とし てい るのは 「企業 会計 原 則丁 でぱな く商法 とい うこ とにな る。 税法 規
定が商法 に抵 触する場 合に は， 税 法は 商法に 同調し て 修正し なけ れ ばなら な
いの であ る。
昭和40 年 の大改正に より法 人 税法 の現行 ベ ー スがで きあ がった のであ るが，
この全面 改正は 昭和27 年 の 「税法 と企業 会 計原 則との 調整に 関す る意見書」
に基づい て法人 税法が 改正 さ れた とい うよ りも，むし ろ昭 和37 年4 月 の商法
大改正に より配 当可能利益 の規定， 原 価主義 に基づ く資産評 価原 則 の確立，
繰延資産 力範 囲の拡 大， 引 当金 規定 な どが新 設さ れた こ とに より商 法 との調
整上改正 された もの と解し なけ れば なら ない。
昭和41 年 の 「意見書」 総論 の第一 はー 課 税所得 計算 にあ たっ て企業 の自主
経理を 尊重 すべ きこ とを次 の よ うに 提 言す る。「本来√ 企業 利 益は， 当該企
業 に妥当 と認めら れて選択 され た会 計方 法に よって算 出 され るものであ り，
モ の選択 適用につい ては 継続 性を 前提 とす る限 り弾 力 性 が認めら れてい るも
のであ る。 ……課 税所得 が企業 利益 に基 礎をお い て算 出さ れる以上， 企業 の
採用す る会 計方 法が不 適正な も のでない 限 り， 企業 利 益を 課税所得 の基礎 と
することが適当 であ ると考えら れる。」（総論一1(2 ）。
こ の提 言は， 既に 明ら かにし た よ うに 税 法が企業 利 益に 基づい て課 税所得
を 算定 する ものでない から 問題 にな ら ない が√商 法上 継 続性が どの ように扱
わ れるかに よる。 こ の点に つい ては 種 々の議論 がある が37）， 商 法上 の条文 明
示はな くても法論理 上会 計処理 の継 続性 は当 然要 求さ れ てい る と解し なけ れ
ば なら ない であろ ‰ とすれば， 当 然 な がら 課 税所得 算定 上にお い ても企業


































に歩 んでき てい るが， 同会 自身 が行 政庁（現在は大蔵大臣）の諮問機 関 であ っ
て，そ の行政庁 の政府 提 出法 律案 の起 草のあ り方につ い て 献策し ， かつ， モ
の法律命 令 の実 施 のあ り方 につい て献策 するこ とを本 来 の機 能とし てい るは
ずであ る。39）」 と， 献策意 見 であ る 「企業 会計原 則」 がそ れ 自体 規範 性 を 有
するものとは 解さ れえ ない とす る。
この ような理 解に 立つ と，「意見 書」 のい う「納税者 が 継続的に 健 全 な 会
計直行に よって企業 利益を 算出し てい る」 か ど うかを ， 誰が どの よ うに認識
し判断す るのか， またそ の 「基 準」 は 何か が まった く分ら な くな る。 この よ
うに， 実質的 ・具 体的にな んの 意味 ももたない文 言を 税法 上条文 化さ せて も
無意味であ り， また 税法 も条文 とし てと りあげ るこ とは できない であ ろ う。
さら に，「意見 書」 後半 の文 言は 「税 務官庁 の判 断に基 づ き妥当な 方 法 に
よりこれを 計算す る ものとす る」 旨 の規定を設け るこ とを 要望し てい るが，
これは 申告納 税制度を 基盤 とし ， 国民主 権に基づ く租 税法 律主義を もって納
税者の権利立 法を 宗 とす る我 が国 租税法 の建前上 受容 さ れる もの とは 言え な
い。 この よ うに 見 て くると，「意見書」 の提 言は， 租税法 論理を 無視 し た も
のであ り， 会 計学的に も必ずし も適切 とはいえない 「企業 会計原 則」 の立 場
から 税法 の修正を 求 めた もの とい え る。 か かる 「意見 書」 の調整的 態度は，
租税制度に対し て， 必ずし も適 切な 影響を与 え る もの とは 言えず， かえ って
逆効果 とな る場 合 もあ りうる。 また ひい ては，「税務 会計論」 の領 域につい
ても「意見 書」 の考えに 基づ い て形成 された か の誤 解を 招 くこ とに すらな っ
たのでは ないだ ろ うか。
昭和20 年 まで我が 国 の税制 は賦 課課 税方式 が とら れ てい た が， 昭 和20 年春
の税制 改正に より資本 金500 万 以上 の法人及 び特 殊法人に つい て申 告納税方
式 が採用 され， 翌21 年に は財 産 税につい て更に 翌22 年 に は所 得税， 法人税及
び相続税， 贈与税につ い て採用 さ れた。 この 申 告 納 税 方 式 （selfassessmentmethod
）は， 納税者 が納 付すべ き 税額を 自ら計 算し 申 告す るこ とに より， 納
付すべき税 額が確定 す るこ とを 原 則 とす るもので， 租税 制度に おけ る 国民主
権を立法論上 確認し た もの といえ る。
（し か るに， わ が国 では， 未だ 右 の意味 の租税 観ベ国民主権主義的租税観）は，
観念的には と もか くとし て実際的 には ほ とん ど一 般国 民 の間に 浸透し てはい


































則」 自体 種 々の問題 があ るに もかかわ らず，「企業 会計 原則」 を基 本 と し て
法体系を 調整し よ うとし た こ とは 結果 的に本 質的誤 り であ った と言え よ う。
また， 我が 国の会 計学 会におけ る税務 会計に対 する理論 的研 究に も問題 が
あ った こ とは否定 で きない。
日本 会計研究 学会 の税 務会 計特別 委員会 の研究 が昭和39 年～ 昭和45 年 まで


























































御を 見出す こ とが可 能 とな る。
租税法律主 義に基 づ く課 税所得 の 算定把 握は， 単に 企業 利 益を 租税 法規に
従って調整 もし くは 修 正し て計 算され るものでは ない 。 確定 決 算基準に基づ
く課 税所得 の算定は， 商法 及び商 法計 算書類規 則に基 づい て作成 さ れる計算
書類を 前提 とす る6 換 言す れば， 商法 の計算規定 に基 づい て商 法上 の手 続き
に より確定し た商 法会 計上 の利益 を基 礎に 税法 の規定 に 従 っ て課税所得を 算
定 するとい う計 筧複 浩を 八乱f
‾- ‾・ －・『●/●● WyWWW-^v>
従って， 税務会 計は，「独 自り 帳 簿書類や 計算原理を 有 す る ものではな く，
企業会 計 の原 理に 従 って算定 された利 益を 税法 の立 場 に 従っ て修正 す る税務
計算とし て展 開 され る48）」 とい う表 現は明らかに 適切 でない 。 何故な ら,「企
業 会計の原 理」 では な く 「商法 会計 の原理」に よって 算定 さ れた 商法会計上
の利益を 基 礎 とし て 計算す る ものであ り，「税務会 計」 は 単 な る税 務 計 算 で
は な く， 租 税法に 基づ く課 税所 得計 算原理に基 づいて 課税 所得を 算定 把握す
ることによ り企業 の租 税債 務を 明らかにし， もって国 家 と企 業0 利 害調整を
図ろ うとす る ものであ る。単 に 「解 釈通達」に よって 税額を 算定し 申告す る
「租税実 務」 と租税 債務を 確定 す る 「税 務会計」 とを混 同し てはな らない。
この ように， 国家 と企業（納税義務者）との利 害調整 機能 を 「公正 な課税所
得 概念」 を媒 介に 理 論的に 究 明せ んとす る学問領 域とし て 「税務会 計学」を
位 置づけ るこ とがで き る。ダこ の公正な 「課 税所 得概念 」 とは， 租 税法 律主義
に基づ く国家 と企業（納税義務者）の利 害調 整を 国民主 権 の立 場か ら形成すべ
きものであ り， そ れは また 納税 者 相互間 の課 税の公平 性 の原 理を も満た す も
のでなけ れば な らない。 従 って，「課 税所得」 概念0 本質 的解 明は， 単一 の
学 問体系 に よ ってな され る ものではな く，「租税 法学」 と 「税 務 会 計学」 と
の学際 的交 流の中 で 結実す るもの とな ろ う。
昭和41 年， 企業 会 計審議 会 から公 表された 「税法 と企業 会 計 と の調 整に関
す る意見 書」 の中 で， 準備 金 の損金 経理方式は 適切で ない ので利益 処 分方 式
を とる よう表 明し てい る。 す なわ ち，「企業 会 計原則 に よれば， 価格変 動準
備 金，海外 市 場開 拓準 備金， 海外 投資 損失準 備金， 証 券取 引 責任 準備 金， 株
式売買 損失 準 備金， 特 別 償却引 当金等 は利益 剰余金に 属 す る と考え ら れてい
るが，税 法は，こ れら の準 備金 又は引 当金 への繰入額 につ い て， 企業 がその



































































































この よ うに，「法 会 計学」 におけ る認 識基 準 の論理 に 基 づ い て， 租税法 律
主義 に よ る課 税所得概 念 の解 明， お よび課税 所得 の算 定把 握を 中心に，「国
家お よび 地方 公共団 体 の活 動に 必要な財 源調達 とし て の租 税 と個別経済た る
企業 経営 ・国民 生 活と の惑い だ の秩序的な 相互 関 係の形 成を 課 題 と し56）」，
国民主権に 基づ く国家 と国民 の利害調 整を 達成 せ んと す る特殊 の理論領域 と
し て「税務会 計学」 を 意義 づけ るこ とがで きる。
富岡 教授に よる 「税務会 計学」 の研 究領域は，「税 務会 計 解 明 論」を 基本
とし て 「税務 会計 原理論」 と 「税務経営管 理論」 の二 大 領域 を形成 す る厖大
な理論体系 であ るが， こ の理 論 体系は北 野教授 が指摘 す るよ うに単 純に会計
学的手法に よっ て解 明し よ うとし た ものでは な く， 課 税所得 を 規制す る税法
規定 の分 析を 通し て複雑で一 見 関連性 の見ら れない 現 行 税法に基 づ く所得計
算原理を 解明し， もってあ るべ き課 税所得 概念を 税務 会 計公 準お よび税務会
計原m の体系的 樹立を もって 明ら かにし た 労作 であ る57）。
これに 対し て， 北 野教授は 「税法 特有 の所得 計 算規 定 は， 国に よりさら に
諸事情に より変 化す る。 そ れゆえ， それぞ れ の段階 の税 法 の諸規定を 離れて
アプ リオ リに 税務会 計公準や 税務会 計原則 な るも のは 存立し え ない58）」 と批
判す るが， 会計 学上にお い て も会 計公 準 （AccountingPostulates) お よび会計
原則（AccountingPrinciples ）は理 論的枠 組み とし て存 立し うることには疑問
の余地はない が， 具体的に 何 か公準 とし て掲げら れ， 何 か原則た りうるかに
つい ては 未だに定 説らし き も のは 存在し ない 。 公準及 び 原 則は， 演譚的推論
体系 のため の基 本的 枠組み であ り，課 税所 得概 念 もか か る枠組み の中で原理
的に 解明す べ きは 当 然であ る。 そ の点 「存 在し え ない 」 とす る北野 教授の富
岡教授に対 す る批 判は 適切 とは 言え ない。
さら に， 北 野教 授は 引当 金 の例を挙げ，「以上 の例証 的 検討 に よっ て も 知
られ るよ うに， 税法に おけ る所 得計 算規定 のあ り万方 も， 本来的 にはい わゆる
税務会計論 的手 法 では な く， 税法学的 手法に よって論 ぜら れねば ならない」
と主張す るが， 所得 計 算規定 のあ り方そ の ものは 租税 法律主 義 の原 則から当
然ながら租 税 法学（税法学） の課 題 であ ることは 言 うま でも な い。し かし ，
既に 何度 も触 れた よ うに課 税所得 の算定把 握は 商法会 計に 依存し てお り，商























































武 田昌輔 「税務会計」，黒渾 清， 阪 本安一， 久保田 音二 郎監修『会計ハンドブ




















































































上の実質主義をさらに経済的実質的観点から補うような理論 領域を 思 考す るな







） 三木義一「収入金額・必要経費の帰属時期」，北野弘久編『現代 税 法事典』中
央経済社，昭和59年,83 頁。 ニ27
） 武田隆二『法人税法精説』森山書店，昭和57年,85 頁。28


























） 番場嘉一郎監修，アーサー・アソ ダーセソ公認会計士 事務所 編『会社の決算と





































































） 北野弘久「会計学と税法学」，日本会計研究学会第43回大会第3 会場にて 自由
論題として発表したもの（於中央大学）。
